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本資料は、経済産業省の「令和５年度中小企業等環境問題対策調査事業費（途上国における適
応分野の我が国企業の貢献可視化事業）」において、委託先のデロイトトーマツ
コンサルティング合同会社が作成したものである。



本 書 は 、 経 済 産 業 省 「 令 和 ５ 年 度 中 小 企 業 等 環 境 問 題 対 策 調 査 事 業 費 （ 途 上 国 に お け
る 適 応 分 野 の 我 が 国 企 業 の 貢 献 可 視 化 事 業 ） 」 の 一 環 で 作 成 さ れ ま し た 。

近 年 、 こ れ ま で に 経 験 し た こ と の な い よ う な 集 中 豪 雨 の 発 生 、 記 録 的 な 猛 暑 、 多 発 す
る 山 火 事 な ど 、 異 常 気 象 や 自 然 災 害 が 世 界 各 地 で 頻 発 ・ 激 甚 化 し て お り 、 生 命 、 生 計 、
経 済 、 社 会 、 イ ン フ ラ 等 、 広 範 囲 に 様 々 な 影 響 が 及 ん で い ま す 。

気 候 変 動 に 対 処 す る に は 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 を 抑 制 す る 「 緩 和 策 」 だ け で な く 、 既
に 起 こ り つ つ あ る 気 候 変 動 の 影 響 を 軽 減 し 、 リ ス ク に 備 え る 「 適 応 策 」 が 重 要 で す 。
「 適 応 策 」 の 重 要 性 の 認 知 度 は 国 際 的 に 高 ま っ て お り 、 特 に 気 候 変 動 の 影 響 に 対 し て
脆 弱 な 多 く の 途 上 国 で は 、 そ の 対 策 が 求 め ら れ て い ま す 。

経 済 産 業 省 で は 、 日 本 企 業 が 有 す る 技 術 や サ ー ビ ス を 通 じ て 途 上 国 の 「 適 応 」 に 貢 献
す る 可 能 性 を ビ ジ ネ ス チ ャ ン ス と と ら え 、 民 間 主 導 に よ る 途 上 国 に お け る 「 適 応 ビ ジ
ネ ス 」 を 推 進 ・ 支 援 し て い ま す 。 本 書 は こ れ ま で の 経 済 産 業 省 に よ る 支 援 の 成 果 を は
じ め 、 自 社 独 自 の 取 組 に よ り 、 途 上 国 に お い て 様 々 な 分 野 で 具 体 的 な 適 応 ビ ジ ネ ス を
展 開 し て い る 日 本 企 業 の 活 動 事 例 を グ ッ ド プ ラ ク テ ィ ス と し て 紹 介 す る も の で す 。

本 書 を 通 じ 、 適 応 ビ ジ ネ ス の 具 体 的 な イ メ ー ジ の 把 握 に 繋 が り 、 ひ い て は 、 新 た に 途
上 国 で の 適 応 ビ ジ ネ ス の 展 開 を 検 討 さ れ る 皆 様 の お 役 に 立 て れ ば 幸 い で す 。

最 後 に 、 本 書 の 作 成 に あ た り 、 取 材 に ご 協 力 い た だ き ま し た 企 業 関 係 者 の 皆 様 に 、 心
か ら の 御 礼 を 申 し 上 げ ま す 。

令 和 6 年 ３ 月
経 済 産 業 省 産 業 技 術 環 境 局 地 球 環 境 対 策 室
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関連するSDGs

▌自然災害に対するインフラ強靭化

▌エネルギー安定供給

▌食料安定供給・生産基盤強化

▌保健・衛生

▌気象観測及び監視・早期警戒

▌資源の確保・水安定供給

▌気候変動リスク関連金融

日本の民間企業の適応有望分野

本 書 で は 、 日 本 の 民 間 企 業 が 適 応 分 野 で 国 際 的 に 貢 献 で き る と 思 わ れ る 7 つ の 適 応 有
望 分 野 に 分 け て グ ッ ド プ ラ ク テ ィ ス 事 例 を 整 理 し ま し た 。 事 例 に よ っ て は 複 数 分 野 に
該 当 す る も の も あ り ま す 。 ま た 、 国 際 連 合 の 提 唱 す る 持 続 可 能 な 開 発 目 標
（ S u s t a i n a b l e  D e v e l o p m e n t  G o a l s :  S D G s ） の う ち 、 事 例 に 関 連 性 の 深 い も
の を 色 付 け し て 表 示 し て い ま す 。 さ ら に 、 各 事 例 が ど う い っ た 気 候 変 動 の 課 題 に 対 応
す る か 、 I P C C 第 ６ 次 評 価 報 告 書 を 踏 ま え て 1 0 の 課 題 を 整 理 し 、 こ の う ち 関 連 性 の 深
い も の を 記 載 し て い ま す 。

本書の見方

① 海面上昇

② 干ばつ

③ 洪水・豪雨・台風

④ 極端な気温変化

⑤ 水不足

⑥ 食料不足

⑦ 大気・水質・土壌汚染

⑧ 感染症の蔓延

⑨ 生態系の損失

⑩ 経済損失・生計破綻

対応する気候変動課題



日本企業による適応グッドプラクティス事例集｜2025年8月

巻頭コラム

適応ビジネスによる貢献度の見える化の試行
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はじめに

適応ビジネスは、気候変動に起因する社会課題の解決など多面的な効果が期待できるものの、
経済面以外の効果は可視化が難しく、貢献度が十分に評価されていない場合が多い。一方、適応
策は、2022年11月に開催された国連気候変動枠組条約の第27回締約国会議（COP27）で重要課
題として取り上げられ、今後の国際的な気候変動対策の枠組みにおいて重要な位置づけとなりつ
つある。そのため、適応ビジネスによる貢献度を把握し、投資家等の外部に向けて情報発信する
ことは、企業にとって事業展開における新たなアピールポイントとなりうる。

国際的に適応ビジネスの重要性が益々高まっていることから、経済産業省「令和４年度地球温
暖化問題等対策調査（途上国における適応分野の我が国企業の貢献可視化事業）」では、適応ビ
ジネスの理解向上及び投資促進のため、上記の「適応ビジネス 貢献度の見える化ガイド」を用
いて、グッドプラクティス事例集に掲載されている実事例の貢献度の見える化を試行的に行った。
具体的には、監視・早期警戒、インフラ強靭化、食料安定供給、水安定供給の分野から計4つの
事例を選定し、貢献度を測るための指標を整理し、このうち定量化可能な指標に関するインパク
トを明らかにした。

以下、各事例の試行結果を示す。

適応ビジネス 貢献度の
見える化ガイド（日本語版）

現時点では適応ビジネスの貢献度の見える化に関する統一
的なルール等がまだ確立されていないことを踏まえ、経済産
業省は「令和2年度地球温暖化問題等対策調査（途上国にお
ける適応分野の我が国企業の貢献可視化事業）」において
「適応ビジネス 貢献度の見える化ガイド」を作成した。本ガ
イドは、企業が自社の適応ビジネスによる効果の検討を支援
し、さらなる事業展開につなげることを目的としている。貢
献度を見える化するための6つのステップや、適応ビジネス
における7つの分野に関連する指標例、貢献度の見える化事
例について示している。なお、本ガイドは下記URLに掲載さ
れている。

日本語版

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/glo
bal_warming/jcm/pdf/a_guide_to_visualizing_contributi
ons_R4_Japnese.pdf

英語版

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/glo
bal_warming/jcm/pdf/a_guide_to_visualizing_contributi
ons_R4.pdf

株式会社イートラスト（事例No.7）
河川監視カメラによってリアルタイム画像を配信する防災システム

株式会社エコシステム（事例No.8）
廃瓦・レンガによる機能性舗装材で都市型洪水やヒートアイランド現象を抑制

株式会社ルートレック・ネットワークス（事例No.26）
IoT・AIによる点滴灌漑自動化システムで水分量・施肥量を最適化した果菜類の栽培

株式会社Sunda Technology Global（事例No.54）
従量課金型の自動井戸水利用料金回収システムによる安全な水の確保

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/jcm/pdf/a_guide_to_visualizing_contributions_R4_Japnese.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/jcm/pdf/a_guide_to_visualizing_contributions_R4_Japnese.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/jcm/pdf/a_guide_to_visualizing_contributions_R4_Japnese.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/jcm/pdf/a_guide_to_visualizing_contributions_R4.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/jcm/pdf/a_guide_to_visualizing_contributions_R4.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/jcm/pdf/a_guide_to_visualizing_contributions_R4.pdf
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株式会社イートラスト（事例No.7）

河川監視カメラによってリアルタイム画像を配信する防災システム

4

技術概要
イートラストの河川監視カメラによるクラウド型防災システム「スタンドガード」によって、

地域住民等にリアルタイムで河川状況を情報発信することで、氾濫・冠水の危険性を事前に捉え、
災害リスクの低減に貢献する。

想定シナリオ及びロジックモデル
下図のとおり、フィリピン・サンタロサ市にスタンドガードを導入した場合のモデルケースを

想定し、同事業による貢献度の見える化のロジックモデルを示す。シナリオとしては、事業実施
前には、市の河川護岸に設置されている量水板が避難要否の目安となっており、必要に応じて、
市の災害防止対策局の担当者が水位を確認している想定である。また、氾濫情報は、政府が定め
る一部流域に関してはフィリピン大気地球物理天文局（PAGASA）のホームページに掲載されて
いるが、それ以外の流域の観測や市町村レベルでの情報公開は義務付けられていない。一方、事
業実施後には、河川沿い20ヵ所に一定間隔で河川監視カメラが設置され、市の災害防止対策局が
映像データを10分ごとに受信し、同組織がカバーする18の町のコミュニティに情報発信する想定
である。これにより、市民への定期的な河川水位や氾濫情報の提供が可能となる。

インパクト評価
設定した各指標について、以下のようなインパクトが想定される。スタンドガードの導入によ

り、河川の観測地点が15地点増加し、観測情報の受信・発信が定期化し1時間あたり6回に向上し、
情報の受信が市から18の町レベルまで拡大し、情報発信先も約41万人まで向上する見込みである。

図．株式会社イートラストの事業に関する見える化のロジックモデル

* 効果測定のしやすさから、指標は短期的

アウトカムに対するものとした。

** この場合の「観測情報」は、河川の水位

や氾濫状態に関する映像データを指す。

人員

クラウド型防災監
視システム「スタ
ンドガード」

水位計、風速計な
どの補助的機器

リアルタイムで一
定頻度の河川監視
が可能な防災シス
テムの構築・運営

河川水位の観測範
囲・頻度の強化

河川の災害リスク
の可視化

河川の防災情報を
安定的に提供する
体制の構築

1㎢あたり観測地
点数（地点/㎢）

観測情報**の更新
頻度（回/時間）

観測情報の受信団
体（防災情報発信
元）の数（団体）
及びその団体がカ
バーするエリア人
口（人）

インプット アウトプット アウトカム 指標*

短期的アウトカム 長期的アウトカム

予算
河川水位や氾濫情
報の提供範囲・頻
度の強化

市民への情報発信
頻度（回/時間）

図．株式会社イートラストの事業の想定されるインパクト

1㎢あたり観測地点数（地点/㎢）

観測情報の更新頻度（回/時間）

指標

事業実施前 事業実施後

インパクト評価*

観測情報の受信団体の数（団体）

5地点(1地点/約10㎢)

不定期

1団体

20地点(1地点/約2.7㎢)

6回/時間

18団体

設置間隔
15地点up

1時間あたり
6回up

18倍

各団体がカバーするエリア人口（人）
0人

(市レベルでの発信なし）
約41万人

(18の町の人口)
41万人up

市民への情報発信頻度（回/時間）
0回/時間

(市レベルでの発信なし)
6回/時間

(＝観測情報の更新頻度)

1時間あたり
6回up

* フィリピンでの実験結果をもとに試算した。
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株式会社エコシステム（事例No.8）

廃瓦・レンガによる機能性舗装材で都市型洪水やヒートアイランド現象を抑制
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図．株式会社エコシステムの事業の想定されるインパクト

技術概要
ベトナムでは、瓦やレンガなどの建設解体廃棄物（Construction Demolition Waste：CDW）

が産業廃棄物として埋立処分・不法投棄されていることが課題となっているが、エコシステムは
CDWを破砕加工し、歩道用舗装材等として再利用化する事業を検討している。瓦やレンガは多孔
質のため、通常の舗装材等と比較し、透水性・保水性が高い特徴があり、都市型洪水の軽減や
ヒートアイランド現象の抑制に寄与する。

想定シナリオ及びロジックモデル
下図のとおり、ハノイ市全体の道路においてCDWによる透水性舗装を導入した場合のモデル

ケースを想定し、同事業による貢献度の見える化のロジックモデルを示す。シナリオとしては、
事業実施前には、保水性が低い骨材や砕石等による現地で一般的な舗装材が使用され、事業実施
後には、CDWによる透水性舗装が使用される想定である。貢献度の指標としては、歩車道含めた
市全体の道路に透水性舗装を施工した場合の雨水の流出抑制量、及び道路表面温度と周辺との温
度差を設定している。この他、副次的効果として、舗装へのCDW活用やCO2排出削減（資材を
CDWに置き換えることによる製造・輸送時の排出削減、及び資材解体に伴うCO2固定・吸着効
果）も挙げられる。なお、雨水の流出抑制量は、ハノイ市の降水量のうち側溝・河川等に流出す
る分の抑制量と定義し、市の年間降水量（2021年時点で1,539mm/年）、不浸透域（雨水が地中
に浸透せずに流出する面）の面積率、表層土壌への水の通りやすさなどを踏まえて算出している。

インパクト評価
設定した指標のうち定量評価できるものについては、以下のようなインパクトが想定される。

乗入れタイプの透水性舗装（表層10cm厚）の場合、年間降水量の約14.3％の流出抑制、また副次
的効果として舗装面積あたり282kgのCDWの有効活用、12.60kg-CO2の排出削減量が見込まれる。

舗装施工道路の雨水の流出抑制量（mm/年）

舗装におけるCDW活用量（kg）

指標

事業実施前 事業実施後

インパクト評価*

CO2排出削減量（kg-CO2/㎡）

0 mm/年

0 kg/㎡

0 kg-CO2/㎡

308 mm/年

282 kg/㎡

12.60 kg-CO2/㎡

年間降水量の約
14.3％を流出抑制

282 kg/㎡Up

12.60
kg-CO2/㎡Up

* 経済産業省「令和4年度 気候変動適応分野における実現可能性調査」における設定条件と算定結果をもとにした。

図．株式会社エコシステムの貢献度見える化のロジックモデル

人員

車載式舗装材製造プ
ラント「モバコン」

廃瓦・レンガ、その
他必要資材

透水性・保水性機能
を持つ道路**

舗道の透水性・保水
性の向上

舗道の表面温度の低
下

廃棄される瓦・レ
ンガの削減

都市型洪水の軽減

ヒートアイランド現
象の抑制

CDWの活用による
資源循環の実現

舗装施工道路の雨水
の流出抑制量
（mm/年）

表面温度（℃）及び
周辺の非施工部との
温度差（℃）

舗装におけるCDW
活用量（kg）

インプット アウトプット アウトカム 指標*

短期的アウトカム 長期的アウトカム

予算

* 効果測定のしやすさから、指標は短期的アウトカムに対するものとした。

** 透水性・保水性機能の他、景観性の高さも特長の一つだが、気候変動・環境に関するアウトプットに限定したため、

アウトプットから省略している。

CDWを用いた舗装
製造によるCO2排出
量削減

1㎡あたりの舗装施
工に係るCO2排出削
減量（kg-CO2/㎡）

副次的

効果
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株式会社ルートレック・ネットワークス（事例No.26）

IoT・AIによる点滴灌漑自動化システムで水分量・施肥量を最適化した果菜類の栽培

6

図．株式会社ルートレック・ネットワークスの事業の想定されるインパクト

図．株式会社ルートレック・ネットワークスの貢献度見える化のロジックモデル

技術概要
ルートレック・ネットワークスのゼロアグリ（ZeRo.agri®）は、IoTとAIを活用した点滴灌漑

の自動化システムである。水・肥料の使用量の削減・最適化が可能となる。また、土壌や日射量
の環境データと天気予報をAIが分析して猛暑日の液肥濃度等を調整することで、収穫量と品質の
向上に貢献する。

想定シナリオ及びロジックモデル
下図のとおり、ベトナム・ランドン省のトマト栽培農園にZeRo.agri®を導入した場合のモデル

ケースを想定し、同事業による貢献度の見える化のロジックモデルを示す。シナリオとしては、
事業実施前には、農家は従来の手作業による土耕栽培を採用し、これまでの経験に基づき直感的
に作物の灌水量と施肥量を決定している想定である。そのため気象条件の変化に応じたタイム
リーな調整が難しく、安定的な収穫量や品質を維持させることが困難となっている。事業実施後
には、ZeRo.agri®が導入され、IoTとAIを活用した自動制御型の養液土耕栽培により、土壌水分値
や日射量などのデータに基づいて適切な潅水量と施肥量を設定・供給する状態が想定されている。

インパクト評価
設定した各指標について、以下のようなインパクトが想定される。ZeRo.agri®の導入により、

年間の収量は約20～30％の向上、販売額は約12～21％の向上、使用水量は約50％の削減、農業
由来CO2排出量は約50％の削減、労働時間は約90％の削減が見込まれる。

* 効果測定のしやすさから、指標は短期的アウトカムに対するものとした。

人員

点滴灌漑自働化シ
ステム「ゼロアグ
リ」

グリーンハウス、
その他必要資材

高精度な潅水・施
肥管理

農作物の品質・収
穫量向上

食料の安定供給

農家の所得向上

水資源の安定供給

1000㎡あたり年間収
量 (t/1000㎡･年)

1000㎡あたり年間販
売額 (円/1000㎡･年)

1000㎡あたり使用水
量 (㎥/1000㎡･年)

インプット アウトプット アウトカム 指標*

短期的アウトカム 長期的アウトカム

予算

農業由来GHG排出
量の削減

ゼロアグリを用い
た生産体制

農作業の自働化
労働負担の軽減
（省力化）

使用する水の削減

GHG排出量 (kg-CO2/
年) *CO2換算

労働時間 (時間/年)

使用する肥料の削
減

1000㎡あたり年間収量（t/1000㎡･年）

1000㎡あたり年間販売額（円/1000㎡･年）

指標

事業実施前 事業実施後

インパクト評価*

1000㎡あたり使用水量（㎥/1000㎡･年）

9.3 t/1000㎡･年

53 万円/1000㎡･年

900 ㎥/1000㎡･年

12.1 t/1000㎡･年

76～83 万円/1000㎡･年

450 ㎥/1000㎡･年

約30％
Up

約33～45％
Up

約50％
Down

GHG排出量（kg-CO2/年）*CO2換算 72.1 kg-CO2/年 36.1 kg-CO2/年
約50％
Down

労働時間（時間/年） 302 時間/年 30 時間/年
約90％
Down

* 日本の導入事例の実績、ベトナム現地のトマト農家へのヒアリング結果（2017年実施）、途上国における同業他社

のトマト農家を対象とした実験結果をもとに試算した。
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株式会社Sunda Technology Global（事例No.54）

従量課金型の自動井戸水利用料金回収システムによる安全な水の確保

7

図．株式会社Sunda Technology Globalの事業の想定されるインパクト

技術概要
ウガンダでは、安全な水を安定的に得る手段としてハンドポンプ付井戸の導入が進められてい

るが、維持管理に必要な料金が回収できず、修理されずに放置されている井戸が多く存在する。
Sunda Technology Globalは、ハンドポンプ付井戸に従量課金型の自動井戸水料金回収システム
「SUNDA」を設置することで、公平性と透明性を担保したハンドポンプ付井戸の維持管理を可能
にし、持続的で安全な井戸水の利用推進に貢献する。

想定シナリオ及びロジックモデル
下図のとおり、ウガンダ・ゴンバ県のハンドポンプ付井戸にSUNDAを設置した場合のモデル

ケースを想定し、同事業による貢献度の見える化のロジックモデルを示す。シナリオとしては、
事業実施前には、同県には648台のハンドポンプ付井戸が設置されているが、その多くが継続的な
料金回収が困難なため、十分に維持管理されていない想定である。壊れた井戸はそのまま放置さ
れており、遠方の不衛生な溜池の水を利用せざるを得ない周辺住民がいる。一方、事業実施後に
は、料金回収が困難な518台のハンドポンプ付井戸にSUNDAが設置され、自動料金回収システム
により継続的に井戸が維持管理されるようになり、近場で持続的な水にアクセス可能な周辺住民
が増加する想定である。

インパクト評価
設定した各指標について、以下のようにインパクトが想定される。SUNDAの導入により、ハン

ドポンプ付井戸の稼働台数及び利用者数がいずれも約63％増加、1台あたりの年間維持管理費の回
収金額が約3倍に向上、1台あたりの年間稼働率も約47％増加する見込みである。

図．株式会社Sunda Technology Globalの貢献度見える化のロジックモデル

* 効果測定のしやすさから、指標は短期的

アウトカムに対するものとした。

予算

人員

自動井戸水料金回
収システム
「SUNDA」

ハンドポンプ付井
戸の設置

ハンドポンプ付井
戸の持続的な維持
管理体制の確保

持続的に利用可能
なハンドポンプ付
井戸の普及

ハンドポンプ井戸
の水にアクセスで
きる人口の増加

1台あたりの回収
済年間維持管理費
（UGX/台･年）、
年間稼働率（％）

稼働しているハン
ドポンプ付井戸の
台数（台）、利用
者数（人）

インプット アウトプット アウトカム 指標*

短期的アウトカム 長期的アウトカム

ハンドポンプ付井
戸の設置台数及び
利用者数の向上

自動による井戸水
利用料金回収シス
テムの構築

副次的

効果

不衛生な水による
下痢性疾患の発生
の低減

下痢性疾患による
死亡者の低減

近場のハンドポン
プ付井戸の利用へ
の切り替えによる
水汲みの時間短縮

収入向上のための
活動時間、勉強時
間の確保

* ウガンダ政府の公表データ、ウガンダでの実験結果をもとに試算した。

稼働しているハンドポンプ付井戸の台数（台）

ハンドポンプ付井戸の利用者数（人）

指標

事業実施前 事業実施後

インパクト評価*

1台あたりの回収済年間維持管理費（UGX/台･年）

398 台

11.9 万人

20 万UGX/台･年

648 台

19.4 万人

60 万UGX/台･年

約63％
Up

約63％
Up

約300％
Up

1台あたりの年間稼働率（％）*365日中の稼働日数 50％
(365日中182日稼働)

97％
(365日中355日稼働)

約47％
Up
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p. No 分野 タイトル 企業名
持続可能な開発
目標（SDGs）

11 1 ▌自然災害に対するインフラ強靭化
森林保全プロジェクトに活用する防災
情報システムの構築

兼松株式会社／
株式会社日立製作所

13 2
▌自然災害に対するインフラ強靭化
▌気象観測及び監視・早期警戒 地球を診る「アースドクター」 川崎地質株式会社

15 3
▌自然災害に対するインフラ強靭化
▌食料安定供給・生産基盤強化
▌保健・衛生

共存し豊かな社会を実現する
水プロジェクト

株式会社クボタ

17 4 ▌自然災害に対するインフラ強靭化 高潮や海面上昇の脅威から住民を守る 大成建設株式会社

19 5 ▌自然災害に対するインフラ強靭化
土壌藻類を活用した表面侵食防止工法
（BSC 工法）

日本工営株式会社

21 6
▌自然災害に対するインフラ強靭化
▌気象観測及び監視・早期警戒

河川水位警報ユニットにより地域の
災害リスクを減らす

株式会社ユニメーション
システム

23 7
▌自然災害に対するインフラ強靭化
▌気象観測及び監視・早期警戒

河川監視カメラによってリアルタイム画像を
配信する防災システム

株式会社イートラスト

25 8 ▌自然災害に対するインフラ強靭化

廃瓦・レンガによる機能性舗装材で
都市型洪水やヒートアイランド現象を
抑制

株式会社エコシステム

27 9 ▌自然災害に対するインフラ強靭化
コンクリート補修材で建造物を防水加
工し長寿命化

株式会社繕／
日本プロロング株式会社

29 10 ▌自然災害に対するインフラ強靭化
雨水貯水地下タンクによる生活用水の
確保及び洪水被害の軽減

株式会社大建

31 11
▌自然災害に対するインフラ強靭化
▌気象観測及び監視・早期警戒 日本の先進的な防災技術を世界へ展開 株式会社SAKIGAKE 

JAPAN

33 12 ▌自然災害に対するインフラ強靭化
石炭灰を活用した保水材による水害及び
ヒートアイランド現象の抑制

株式会社くりんか

35 13 ▌自然災害に対するインフラ強靭化 多機能フィルターによる斜面災害の防止 多機能フィルター株式会社

37 14
▌自然災害に対するインフラ強靭化

▌資源の確保・水安定供給

プラスチック製雨水貯留構造体による浸水
被害の軽減

秩父ケミカル株式会社

39 15 ▌自然災害に対するインフラ強靭化
大雨による浸水被害を防ぐ排水ポンプ
「フラッドバスター」

株式会社石垣

41 16 ▌自然災害に対するインフラ強靭化

東南アジアでの緑化促進型落石防止工
「マイティーネット」による法面安定、緑化促
進事業

東京製綱株式会社

43 17
▌自然災害に対するインフラ強靭化
▌エネルギー安定供給

コンクリート構造物の維持管理に向けた高
精度・低コストなひび割れ計測技術

クモノスコーポレーション
株式会社

45 18
▌自然災害に対するインフラ強靭化
▌エネルギー安定供給

自然エネルギーの活用と大型災害にも 対
応した屋根建材・技術

元旦ビューティ工業
株式会社

47 19 ▌エネルギー安定供給
環境変化に強いハイブリッド再生可能
エネルギー発電制御システムの導入

株式会社九電工

49 20
▌エネルギー安定供給
▌気象観測及び監視・早期警戒

世界初の「台風発電」と通信衛星に
よる災害対策インフラの強靱化

株式会社チャレナジー

51 21 ▌エネルギー安定供給
災害時のエネルギー供給への影響に
よる被害を軽減する

パナソニック株式会社

53 22
▌エネルギー安定供給
▌食料安定供給・生産基盤強化

ソーラーファーム®で野菜と電気を
同時につくる

ファームドゥグループ

目次 1/3

8

9 12 13

9 13
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13

13119

6 11 1513

137

7 9 13
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7 13
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6 11 1312

11 13

11 13129
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11 13
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6 11 13

6 9 11 13
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7 11 13
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p. No 分野 タイトル 企業名
持続可能な開発
目標（SDGs）

55 23 ▌エネルギー安定供給
ソーラーシェアリングの導入による農
水産業従事者の生産性及び収入の向上

株式会社アグリツリー

57 24 ▌食料安定供給・生産基盤強化
コンポスト土壌改良材による収穫量の
向上

株式会社カワシマ

59 25 ▌食料安定供給・生産基盤強化
「100年先も続く農業」による
レジリエンス強化と生計向上

株式会社坂ノ途中

61 26 ▌食料安定供給・生産基盤強化 従来作物の栽培環境の変化に対応する Dari K株式会社

63 27 ▌食料安定供給・生産基盤強化
もみ殻ブリケット及びバイオ炭を活用
した農業生産性の向上

株式会社トロムソ

65 28
▌食料安定供給・生産基盤強化

▌資源の確保・水安定供給

高分子フィルム農法による不毛地帯で
の食糧生産

メビオール株式会社

67 29
▌食料安定供給・生産基盤強化
▌資源の確保・水安定供給

IoT・AIによる点滴灌漑自動化システム
で水分量・施肥量を最適化した果菜類
の栽培

株式会社ルートレック・ネット
ワークス

69 30
▌食料安定供給・生産基盤強化
▌保健・衛生

頻発する山火事による動植物への影響
を軽減する

シャボン玉石けん株式会社

71 31
▌食料安定供給・生産基盤強化
▌気象観測及び監視・早期警戒

ビッグデータ提供による気候変動への
対応支援

一般財団法人リモート・
センシング技術センター

73 32 ▌食料安定供給・生産基盤強化
太陽光を反射する農業用環境制御シー
トによる作物の収穫量増加

丸和バイオケミカル
株式会社

75 33
▌食料安定供給・生産基盤強化
▌気候変動リスク関連金融

衛星データを活用したマイクロファイ
ナンスの提供

株式会社STANDAGE

77 34 ▌食料安定供給・生産基盤強化 食品廃棄物の堆肥化による生産性向上 株式会社ウエルクリエイト

79 35 ▌食料安定供給・生産基盤強化

植物のメカニズムに着目して開発した
独自技術による異常気象下での農業生
産性の向上

アクプランタ株式会社

81 36
▌保健・衛生
▌資源の確保・水安定供給

イオン交換膜による安心・安全な水の
確保

AGC株式会社

83 37
▌保健・衛生
▌資源の確保・水安定供給 排水処理システムによる水環境の改善 株式会社サニコン／

株式会社アクリート

85 38
▌保健・衛生
▌資源の確保・水安定供給

水中機械式曝気撹拌装置による安定
した水処理の実現

阪神動力機械株式会社

87 39
▌保健・衛生
▌資源の確保・水安定供給

「水資源の減少」、「水害による水質
汚染」に対応する

ヤマハ発動機株式会社

89 40 ▌保健・衛生
遮熱塗料による居住環境改善やヒート
アイランド現象緩和

株式会社ミラクール

91 41 ▌保健・衛生
蚊から未来のいのちを守るGUARD 

OUR FUTURE PROJECT
花王株式会社

93 42 ▌保健・衛生
蚊取空清による室内の空気清浄及び
感染症を媒介する蚊の低減

シャープ株式会社

95 43 ▌気象観測及び監視・早期警戒
AIを活用して危機を可視化する
防災・危機管理プラットフォーム

株式会社Spectee
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p. No 分野 タイトル 企業名
持続可能な開発
目標（SDGs）

97 44 ▌気象観測及び監視・早期警戒

世界最小・最軽量級小型Xバンド気象
レーダーが局所的異常気象の即時観測
を実現

古野電気株式会社

99 45 ▌気象観測及び監視・早期警戒
高精度かつ高耐久度の水位計による早
期警戒への貢献

東京計器株式会社

101 46 ▌気象観測及び監視・早期警戒 避雷器の設置による落雷被害の軽減 音羽電気工業株式会社

103 47 ▌気象観測及び監視・早期警戒
泥炭地のフィールドデータ計測による
泥炭火災発生の防止

株式会社みどり工学研究
所

105 48 ▌気象観測及び監視・早期警戒
災害対策に必要なデータを統合したプ
ラットフォームによる災害対策高度化

株式会社INSPIRATION 
PLUS

107 49 ▌気象観測及び監視・早期警戒
画像解析技術による遠隔かつ高精度な
水位・流量観測手法

株式会社ハイドロ総合技
術研究所

109 50
▌気象観測及び監視・早期警戒
▌資源の確保・水安定供給

統合型水循環シミュレーションを用い
た次世代早期洪水警報デモシステム

株式会社地圏環境テクノ
ロジー

111 51 ▌資源の確保・水安定供給
埋設水道管からの漏水発見による無収水
の低減と安全な水の安定供給に貢献

水道テクニカルサービス
株式会社

113 52 ▌資源の確保・水安定供給
雨水貯留システムによる水害被害の
抑制及び水不足の解消

積水化学工業
株式会社

115 53 ▌資源の確保・水安定供給
高濁度原水対応型浄水装置による水の
安定供給

株式会社トーケミ

117 54 ▌資源の確保・水安定供給
節水型プラントによる持続的な水資源
の確保

日揮ホールディングス
株式会社

119 55 ▌資源の確保・水安定供給
小規模分散型水循環システムによる持
続可能な水インフラの構築

WOTA株式会社

121 56 ▌資源の確保・水安定供給
IoT化小型分散型機器とプラットフォー
ムによる水のマイクロインフラ構築

株式会社Waqua

123 57 ▌資源の確保・水安定供給
従量課金型の自動井戸水利用料金回収シ
ステムによる安全な水の確保

株式会社Sunda 
Technology Global

125 58 ▌気候変動リスク関連金融

天候保険やマイクロ・インシュアラン
スの提供による農家のレジリエンス強
化

東京海上ホールディングス
株式会社

気候変動に具体的な対策を

海の豊かさを守ろう

陸の豊かさも守ろう

平和と公正をすべての人に

パートナーシップで目標を
達成しよう

貧困をなくそう

飢餓をゼロに

すべての人に健康と福祉を

質の高い教育をみんなに

ジェンダー平等を実現しよう

安全な水とトイレを世界中に

エネルギーをみんなにそしてクリーンに

働きがいも 経済成長も

産業と技術革新の基盤をつくろう

人や国の不平等をなくそう

住み続けられるまちづくりを

つくる責任 つかう責任

1
2
3
4
5
6

7
8
9
10
11
12

13
14
15
16
17
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◼ 経緯・実績

兼松は、2011年にゴロンタロ州ボアレモ県で焼畑耕作による森林減少を抑制し、トウモロコシ農業か

ら良質なカカオへの転作による現地農家の収益改善事業を開始。2015年に「二国間クレジット制度

（JCM）を利用したREDD＋プロジェクト補助事業」に採択され、パイロット事業を具体化、プロジェ

クト全体で年間約8.6万CO2トンの温室効果ガス削減を目標に取り組みを進めている。REDD+事業の

一環で日本向け輸出用のカカオ豆生産をアグロフォレストリで行う新しいバリューチェーンを構築、

現地生産者の生計改善による適応力向上に貢献している。2018年度、経済産業省の「質の高いインフ

ラの海外展開に向けた事業実施可能性調査事業」に採択され、洪水シミュレータの導入に向けた活動

を展開。日立製作所による、株式会社日立パワーソリューションズ開発の洪水シミュレータの活用で、

兼松の森林保全事業で実現される洪水リスク軽減等への貢献が可視化できるようになる。防災情報シ

ステムとREDD+事業による緩和・適応クロスカッティング事業としての展開を視野に、事業化を目指

している。

◼ 事業展開に当たって苦労した点とその対応

民間企業による緩和・適応クロスカッティング事業の実績が少なく、現地政府には事業展開にあたっ

て必要となる資金及び知見が十分にない事が調査の結果分かった。そこで、DioVISTA/Floodを活用し

て構築した無償版の浸水予測WebサービスFloodSを用いて、システムの有用性を立証した上で有償版

に切り替えるビジネスモデルを検討するとともに、REDD+事業を通して兼松が構築した現地の地方政

府との信頼関係を活かし、現地企業とも連携しながら事業化を目指している。

。

兼松株式会社 http://www.kanematsu.co.jp/

株式会社日立製作所 http://www.hitachi.co.jp/

1. 森林保全プロジェクトに活用する防災情
報システムの構築

エネルギー安定
供給

食料安定供給・
生産基盤強化

保健・衛生 気象観測及び
監視・早期警戒

資源の確保・
水安定供給

気候変動リスク
関連金融

自然災害に対する
インフラ強靭化

適応課題 インドネシアでは、エルニーニョ現象等の気候変動に起因する森林火災

が多発し、森林面積が減少する等、エコシステムの機能の低下が災害リスクの増大

を引き起こしている。

企業の貢献  兼松による森林保全事業を通したエコシステム回復は、気象現象への

物理的な対応力を増大し、災害による脅威を低減する。

また、日立製作所による、洪水シミュレータDioVISTA/Floodを活用した防災情報シ

ステムの構築により、人的被害等の災害発生影響の抑制に貢献する。

対応課題｜③ 洪水・豪雨・台風、⑨ 生態系の損失

活動内容

事業実施国｜インドネシア

▲アグロフォレストリ実践の様子

◼ 成功要因

現地パートナーとして官民で幅広いネットワー

クを持つゴーベルグループを選択し、堅固な

パートナーシップを構築している。
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製品・技術

今後の展望と解決すべき課題

実施企業の紹介

◼ 本事業のビジネスモデル

REDD+事業で協力関係にある現地有力財閥のゴーベルグループとの連携により事業を展開してい

る。同社経由で、ゴロンタロ州政府や県政府等への防災情報システムの提案を調整・管理している。

また、地図データの提供を、インドネシアで実績のある地図情報会社から受け、日本でのカカオ販

売においても大手チョコレートメーカー等と提携する等、国内外でネットワークを構築し、事業を

展開している。

関連する
SDGs

本件に関するお問い合わせ
担当者：兼松株式会社 鉄鋼・素材・プラント統括室 GXビジネス推進課 矢崎
E-mailアドレス：gx@kanematsu.co.jp

兼松株式会社：1889年創業。総合商社としての使命を「事業創造による社会への貢献」と捉え、新

規事業を重視し、顧客とともに成長し事業創造にチャレンジし続ける企業を目指す。環境（E）、社

会（S）、ガバナンス（G）を重要な経営指標として、気候変動に関するビジネスを経営基盤に位置

付けており、森林保全や地域住民の生活の維持、生物多様性の保全等を目的とした環境ビジネスの一

環として、REDD+の活動に取り組んでいる。また、気候変動への適応を環境方針の一部として取り

込んでいる。

株式会社日立製作所：1910年創業。データとテクノロジーでサステナブルな社会を実現する社会イ

ノベーション事業を推進。お客さまのDXを支援する「デジタルシステム&サービス」、エネルギーや

鉄道で脱炭素社会の実現に貢献する「グリーンエナジー&モビリティ」、幅広い産業でプロダクトを

デジタルでつなぎソリューションを提供する「コネクティブインダストリーズ」の事業体制のもと、

ITやOT(制御・運用技術)、プロダクトを活用するLumadaソリューションを通じてお客さまや社会の

課題を解決する。デジタル、グリーン、イノベーションを原動力に、お客さまとの協創で成長をめざ

す。

インドネシアの地方政府に対して、無償で使用可能な浸水予測WebサービスFloodS導入を推進する

等により需要の掘り起こしを図る。導入の拡大にあたっては、さらなる防災意識の醸成や、外部から

の適応分野への取り組みに対する支援の活用が不可欠である。

▲DioVista/Flood システム概要

DioVISTA/Flood：日立パワーソリューションズが開発した、水害をシミュレーションするソフト

ウェアである。市町村における浸水域予測、国や県における洪水ハザードマップの作製、損害保険会

社における水害リスクの定量化などに広く利用されている。専門家でなくても高度なシミュレーショ

ンができるよう、3次元GISによる直感的な使い勝手、および特許技術Dynamic DDMによる高速なシ

ミュレーション計算機能を実現している。
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◼ 経緯・実績

2013～2015年度の経済産業省「気候変動適応効果可視化事業」の採択事業。当初、気候変動への脆

弱性が高い地域として大メコン圏全体を対象としていたが、現地での事業実施体制がいち早く構築さ

れたベトナムから事業展開を開始した。その後は日系民間企業からの日本品質調査や、現地政府等か

らの災害支援要請対応を行い、2017～2021年にはダラット市の地すべり調査設計施工業務を現地政

府より受注・施行した。2023年には、施工箇所付近で発生した土砂災害に対してラムドン省、ダラッ

ト市より助言を求められ、ハザードマップの作成の重要性、法整備の必要性、日本の土砂災害行政と

民間の対応状況等を提案した。また、ラムドン省人民委員会が開催し、ベトナム内外200名前後の有

識者が参加したワークショップでも講演を行う等、現地政府との関係を維持している。

◼ 事業展開に当たって苦労した点とその対応

ベトナムでは個人に技術や知見が帰属する等、技術伝承や人材育成の考え方が日本とは根本的に異な

る。企業に長く勤める意味を教育する等の工夫により、長期に渡って人材を育成していく対応方針を

検討している。

◼ 成功要因

実現可能性調査の実施において関係を構築した現

地の建設コンサルタント会社の支援によって、ベ

トナム電力総公社（EVN）やダラット市からの事

業を受注し完了した。

現地ファーストの提案や、地方政府や施工業者と

の関係を維持していることに加え、日本的な考え

を持つ現地協力者を活用している。

日本の高度な技術はオーバーパフォーマンスとな

るため、基礎的な土木技術を効果的に使う仕組み

づくりを行っている。

川崎地質株式会社 http://www.kge.co.jp/

. 

活動内容

事業実施国｜ベトナム

2. 地球を診る「アースドクター」

エネルギー安定
供給

食料安定供給・
生産基盤強化

保健・衛生 気象観測及び
監視・早期警戒

資源の確保・
水安定供給

気候変動リスク
関連金融

自然災害に対する
インフラ強靭化

適応課題 気候変動の悪化による地すべり、土石流や洪水に伴う土砂災害の影響が

深刻化している。

企業の貢献  川崎地質は、自社の技術とノウハウを活用した土砂災害に対する防

災・減災事業を実施することで、災害に耐性のある社会インフラ構築に貢献する。

対応課題｜③ 洪水・豪雨・台風、⑩ 経済損失・生計破綻

▲ダラット市内の地すべり対策工施工完了状況
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製品・技術

今後の展望と解決すべき課題

実施企業の紹介

◼ 本事業のビジネスモデル

2014年に駐在員事務所を開設し、政府・企業にコンサルティングサービスと啓発活動を展開。ベト

ナム電力総公社（EVN）からの受注や、観光地ダラットの地すべり発生地域で地すべり調査・設

計・施工を受注し、避難警戒態勢の構築、地すべり防止対策工法の提案及び対策工施工を行った。

今後は、日系企業の現地法人との技術或いは業務提携、または資本参入による事業展開を見据えて

いる。

関連する
SDGs

本件に関するお問い合わせ
担当部署：川崎地質株式会社 企画・技術本部 海外室
電話番号：03-5445-2071
HPお問合せ先： https://www.kge.co.jp/contact/

1943年、日本における地質調査のパイオニアとして創業。物理探査技術、現場計測技術をベースに、

現場主義に基づいて調査・解析・報告・コンサルティングをワンパッケージで行う。「地球を診る

（Earth Doctor）」をスローガンに、地表から地中、河川、海洋まで地球の全領域を事業対象とし、

症状の診断、コンサルティングを行い、安全で豊かな社会づくりを目指している。海外では、地質コ

ンサルタントとして海洋・エネルギー（再生可能エネルギー含む）、地盤・物理探査、防災、環境調

査などの分野で事業を行っている。 ベトナムを中心に、斜面防災のほか、地盤調査、自然環境評価を

行っている。

今後は、引き続き防災・減災についての啓発活動と技術者育成を長期的に継続することに注力すると

ともに、商慣習の違いによるリスク管理等の課題に対応するため、日系企業からの受注及び人材教育

や技術指導のアウトソーシング需要への対応を軸に事業展開を図る。また、サステナブルな環境を作

るために進出済みの日系企業との協力体制強化を行う。

法整備や行政を含めた現地支援も必要となるため、日本の国外支援団体との連携を模索するとともに、

現地ニーズを詳細に把握する必要がある。

斜面における防災・減災の既往技術をハードとソフト両面でリメイクし、ベトナムで継続的・持続的

に運用可能なものとした。

観測システム、早期警戒システム：調査・測量技術、斜面災害等の予測技術、各種解析技術、AHP

（階層分析法）を用いた斜面災害発生危険度評価技術、各種計測機器を用いた土砂災害の避難警戒シ

ステム対策工法の設計技術

防災・減災技術のパッケージ化：上記技術と提携する中日本航空株式会社のヘリレーザー測量、衛星

画像処理等の地形解析技術やこれらを総合管理するGIS（地理情報システム）技術と組み合わせて

パッケージ化、計画から施工までにわたり日本の地すべり対策技術の現地展開と技術指導

▲地すべり対策緊急調査及び地すべり観測機器設置の様子 ▲地すべりハザードマップの作成例
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◼ 経緯・実績

国内で磨かれたパイプ、ポンプ、水処理等の技術を途上国の課題解決のために展開している。

◼ 事業展開に当たって苦労した点とその対応

国や地域によってニーズや商慣習が異なっており、水インフラに関わる幅広い製品群で客先要望に応

えるべく対応している。

◼ 成功要因

世界共通の課題である「食料・水・環境」分野において、長年にわたって築いたブランド力と地域社

会との密接なネットワークで市場開拓を図っている。

ミャンマーでは、古くから工業化に向けた支援を行っている。水環境分野でもキャパシティビルディ

ング活動を継続して行い、技術者の育成や支援にも取り組んでいる。

◼ 本事業のビジネスモデル

国際機関や途上国政府のプロジェクトにおいて、設計施工、機器納入を行っている。

株式会社クボタ http://www.kubota.co.jp/

. 

3. 共存し豊かな社会を実現する水プロジェ
クト

エネルギー安定
供給

食料安定供給・
生産基盤強化

保健・衛生 気象観測及び
監視・早期警戒

資源の確保・
水安定供給

気候変動リスク
関連金融

自然災害に対する
インフラ強靭化

適応課題 気候変動による洪水・干ばつの頻発化及び水質悪化の懸念は、気候変動

への脆弱性が高い多くの途上国での社会経済に深刻な影響を及ぼしている。

企業の貢献  クボタは、上下水道等で用いられる、パイプ、排水・灌漑用ポンプ、

水処理膜や浄化槽等の技術を通じてインフラの強靭化及び安全・安心な水供給に貢

献しており、これらの活動は洪水や水質汚染への適応策となる。

対応課題｜③ 洪水・豪雨・台風、⑦ 大気・水質・土壌汚染

事業実施国｜UAE（アブダビ）、バングラデシュ、タイ、ベトナム、ミャンマー他

▲ダクタイル鉄管

＜プロジェクト例＞

アブダビ：過酷な状況で安心・安全な水を届ける鉄管

国土の70％が砂漠のアラブ諸国では、生活、工業、農業用水

の大半を、海水淡水化に依存しており、その貴重な淡水を耐久

性に優れたダクタイル鉄管で安心・安全に供給している。

活動内容

製品・技術
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今後の展望と解決すべき課題

実施企業の紹介

関連する
SDGs

1890年創業。日本最大の農業機械メーカー。小型建設機械、産業用小型エンジン、パイプ関連製品、

環境関連プラントなどを手がける。「事業を通じた社会貢献」を経営理念に、農業機械による食料増

産と省力化など、社会に必要な製品・技術・サービスを提供。「For Earth, For Life」を提唱し、世

界共通のテーマであるSDGsを羅針盤としながら、食料（農業の効率化）・水（水インフラの整

備）・環境（社会基盤の整備）の各分野における課題を世界規模で解決し、豊かな暮らしと社会の発

展を支えることを目指している。水環境分野においては、機器・プラント機器単体からIoTによる設

備診断等のシステム・アフターサービスまで含めたトータルソリューションサービスの提供を通じた

課題解決を見据えている。

水インフラに関わる総合メーカーとして、上下水道整備による衛生環境の改善、排水ポンプや耐震型

ダクタイル鉄管（HRDIP）など防災対策に資する技術の拡販に取り組む。

ベトナム：クリーンな水を実現する浄化槽

多くの途上国では、急激な都市化に下水道整備が追い付かず、衛生環境

の悪化が深刻な問題となっている。クボタはオンサイトで生活排水処理

が可能な浄化槽を用いて途上国の衛生環境向上及び都市インフラの強靭

化に貢献している。

ミャンマー：ミャンマー初の経済特区を水トータルソリューションで

環境配慮型に

60年以上前から農業機械や灌漑ポンプを輸出してきたミャンマーで、

同国初となる経済特区の上下水処理や取水、給配水設備の建設を担当。

経済特区の周辺環境との調和とミャンマーの持続可能な経済発展に大

きく寄与している。

タイ：洪水から産業とコミュニティを守った排水ポンプ

2011年、チャオプラヤ川流域で発生した大洪水において、独立行政法人

国際協力機構（JICA）による国際緊急援助隊が編成された。現地に緊急

派遣されたクボタの排水ポンプ車は、25mプールを10分で空にできる性

能を持ち、従来品に比べて95％以上の軽量化を実現。現地では、クボタ

の運転指導員も協力し、タイ各地での排水活動に貢献した。

▲ポンプ基地

バングラデシュ：洪水にも干ばつにも対応するポンプ

河川面積が国土の約10％、国土のほぼ全域が海抜9m以下のバングラデ

シュでは、雨期の洪水、乾季の干ばつが大きな問題となっていた。一定

エリアを堤防で囲み、雨期には排水し、乾季には近くの河川から引水す

るプロジェクトにおいて、排水と引水を行うポンプ基地にポンプを納入。

結果、当該エリアでは、農産物の生産量は倍増し、洪水対策と農業開発

の双方に資するインフラとして活躍している。

▲ティラワ工業団地ゾーンAに施工した浄水場

▲病院に設置された浄化槽

▲国際緊急援助隊による排水作業
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活動内容

エネルギー安定
供給

食料安定供給・
生産基盤強化

保健・衛生 気象観測及び
監視・早期警戒

資源の確保・
水安定供給

気候変動リスク
関連金融

自然災害に対する
インフラ強靭化
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◼ 成功要因

現地のニーズ及び環境に配慮した護岸建設工事を

行った結果、質の高いインフラが整備された。

大成建設株式会社 http://www.taisei.co.jp/

4. 高潮や海面上昇の脅威から住民を守る

適応課題 海抜が低い島嶼国は、高潮災害に脆弱であり、また地球温暖化による海

面上昇問題により、水没の危機に直面している。

企業の貢献  このような脆弱な地域で、大成建設は自然への影響を抑えた強固な護

岸工事を行っている。防災機能の強化に加え、社会経済の基盤及び島民の生命・財

産の安全の確保にも貢献している。強固な護岸を建設することは、インフラにおけ

る適応策となる。

対応課題｜① 海面上昇

◼ 経緯・実績

モルディブの首都マレ島は地盤が平坦で、平均海抜が約1.5mと低いため、高潮の被害が続発していた。

特に1987年と1988年の異常高潮では、既設の海岸護岸施設や家屋に600万ドル規模の被害があり、首

都機能が麻痺。また、地球温暖化による海面上昇問題で水没の危機にも見舞われている。2004年12月

のスマトラ沖大地震ではマレ島の人的被害はゼロで、物的損害も大幅に軽減され、人命と首都機能の

保全に大きな成果を齎した。

◼ 事業展開に当たって苦労した点とその対応

モルディブでは、建設資材の多くを輸入に頼らざるを得ないため、コンクリート骨材を含めマレーシ

ア、シンガポールなど近隣諸国から運搬し、工事用水や作業員の生活用水には海水脱塩装置により塩

分を除去した海水を利用した。自然への悪影響を極力回避するため、コーラルストーンの採掘は行わ

ないなどの配慮も行った。

事業実施国｜モルディブ

▲工事初期段階のマレ島の鳥瞰図
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製品・技術

今後の展望と解決すべき課題

実施企業の紹介

◼ 本事業のビジネスモデル

日本政府の無償資金協力により護岸建設を実施。1987年、マレ島南岸の消波堤工事に着手し、その

後、マレ島周囲約6㎞にわたり堅固な護岸の整備を実施した。

関連する
SDGs

本件に関するお問い合わせ
担当者：大成建設株式会社 サステナビリティ経営推進本部 サステナビリティ企画部コミュニ
ケーション室 鏑木 玲
電話番号：03-5326-0211
E-mailアドレス：kbrryu00@pub.Taisei.co.jp

・石や消波ブロックを積み上げて建設する捨石式傾斜埋立護岸。

・コンクリートのブロックやケーソン（防波堤などの水中構造物や地下構造物を構築する際に用いら

れるコンクリート製または鋼製の大型の箱）を用いた直立壁護岸、他。

モルディブ政府が整備した従来工法による護岸は、珊瑚塊を積み上げ、表層をモルタルで仕上げたも

のであり、波圧により崩壊しやすいものであった。このことから、上記のような技術を適用し、長期

間使用できる堅固な護岸を建設し、防災機能の強化と護岸の維持管理費の低減を図った。

▲護岸のイメージ

創業1873年、スーパーゼネコン5社の一角をなす。超高層ビルや空港、ダム、橋梁、トンネルなど大

規模な建築土木建設工事を得意とする。早くから海外にも進出し、技術力とグループ力に強みを持つ。

ドバイ沖合に造られた人工島の「パームアイランド」の海底トンネル工事においては、斬新な提案が

評価され、欧米の競合を退けて受注に至り、また同社が実施した環境対策（工事の影響を受ける魚を

一旦捕獲し放流する活動、海草藻場の再生事業など）は地元でも高い評価を受けた。大成建設は「人

がいきいきとする環境を創造する」というグループ理念のもと、自然との調和の中で、建設事業を中

核とした企業活動を通じて良質な社会資本の形成に取り組んでいる。持続可能な環境配慮型社会の実

現を、重要なESG課題と位置づけている。

今後は、コスト競争力の強化と技術面における差別化を重視し、さらなる展開を図る。
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日本工営株式会社 https://www.n-koei.co.jp/consulting

◼ 経緯・実績

沖縄で実施していた赤土対策の研究中に、土壌藻類が発達している場所の土砂流出量が少ない事を観

測により発見した。その後、バイオロジカル・ソイル・クラスト（BSC：藻類やコケ等が土粒子を絡

めて形成する土壌微生物のコロニー）を形成した畑では流出土砂量が1/10～1/20 程度に低減される

ことを実証するなど研究を重ね、土壌藻類を活用した法面侵食防止工法（BSC工法）を開発し土木研

究所と共同で2009年に基本特許を取得した。その後、藻類培養技術を有する株式会社日健総本社（本

社：岐阜県羽島市）と共同で製品化・特許取得を進め、2018年に国土交通省の新技術情報提供システ

ム（NETIS）に登録、2022年に活用促進技術に、2025年には推奨技術（公共工事等に関する技術の

水準を一層高めると評価された画期的な新技術）に選定された。また、2023年には防衛大臣賞（第６

回インフラメンテナンス大賞）、2024年には環境大臣賞（第51回環境賞）を受賞している。

BSC工法の海外での実証事業として、JICAの民間連携事業の採択を受け、ネパール（2019年2月～

2021年3月）、マレーシア（2022年5月～2023年8月）にて実施し、有用性の理解促進及び普及を

行った。その結果を受けてマレーシア（2024年7月～2025年2月）では公共事業局と共同で、斜面崩

壊地でのBSC吹付実証を実施した。また、経済産業省のグローバルサウス未来志向型共創等事業に採

択され、2025年2月よりモンゴルでもBSC工法の実証を実施している。

活動内容

事業実施国｜ネパール、マレーシア

5. 土壌藻類を活用した表面侵食防止工法
（BSC 工法）

エネルギー安定
供給

食料安定供給・
生産基盤強化

保健・衛生 気象観測及び
監視・早期警戒

資源の確保・
水安定供給

気候変動リスク
関連金融

自然災害に対する
インフラ強靭化
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◼ 成功要因

適応課題 本技術は、気候変動による降雨強度の増加などに伴う斜面の土壌流亡や

崩壊に対し、世界中に分布する土壌藻類を資材化して散布し、侵食の防止、周辺植

生の侵入促進により、植生遷移のスピードを早めることで、適応課題に貢献する。

企業の貢献  南西島嶼域の河川・沿岸における赤土問題への取り組みをきっかけに、

土木研究所と連携して土壌藻類を活用して表面侵食を防止する技術を開発した。

対応課題｜③ 洪水・豪雨・台風

現地における課題（例：濁水問題）に対応している省庁を潜在顧

客と想定し、その支援を受けて試験施工を実施したことが、事業

展開への足掛かりとなった。①セミナー等での周知（広報）、②

学術機関との連携（技術の担保）、③試験施工（実演）を柱とし

て、BSC工法の特長を着実にアピールしてきたことで、次の案件

形成に繋がりつつある。

BSC資材は国によっては植物検疫を通す必要があるが、輸入国に

とっては新しい商品であるため、検疫関係者に理解してもらうの

が難しい。研究目的としての少量の輸出は比較的認められやすく、

その後に商業目的として輸出するという段階を踏んでいく。

◼ 事業展開に当たって苦労した点とその対応

▲マレーシアにおける公共事業局との実証結果

-吹付直後-

-吹付1か月後-

注：実証は、写真左側より、①BSC資材のみ吹付、②
BSC資材と種子吹付、③吹付なし。豪雨による土壌侵食
は③のみで発生。①②ではBSC形成により侵食は起きず、
特に②では僅か1カ月で植生が繁茂した。

① ② ③

① ② ③
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製品・技術

今後は、アジア圏を中心とした新たな国への進出、砂漠地の緑化や劣化草地の回復を目的に、中央ア

ジア諸国やトルコをはじめとする地中海沿岸諸国といったモンゴルと同様の砂漠化問題を抱えている

国々や、鉱山会社は鉱山跡地や鉱山残渣への緑化の必要性を有することから、鉱山業の盛んな国々へ

のビジネス展開も視野に入れている。

ビジネスの拡大に当たっては、現在研究目的で通過している植物検疫について、事業目的で再度検疫

を通過する必要がある。また、各国での試験施工実績の積み上げと広報、既存緑化製品業者との連携

に加え、資材の現地生産によるコスト削減を目的とした土壌藻類培養技術の研究開発を進めている。

今後の展望と解決すべき課題

実施企業の紹介

日本工営は、世界中の人々の安全・安心を支える国内売上No.1の建設コンサルタント。1946年の創

業以来、日本の建設コンサルティングのリーディングカンパニーとして社会基盤の整備事業を通じて

社会課題解決に携わり、160以上の国と地域において国づくり・人づくりの根幹に関わるサステナブ

ルなビジネスを展開している。気候変動への適応・緩和に関連した事業も国内外で多く手掛けている。

BSCの有無で
5%
程度の差がある

▲ヘリ散布による山岳地へのBSC工法適用例

施工前 2か月後 BSC工法の土壌水分保持効果

植生遷移の初期段階には、自然状態でBSCが形成され、それにより環境が改善することで、続いて草

などが生え、追って木が生えてくる状況が見られる。この現象を活用し、土壌藻類を散布し優占させ

ることで、自然状態では長期間かかるBSCの形成を2週間から1か月という短期間で行う技術である。

BSC工法で使用する藻類は日本国内はもとより熱帯から寒帯、さらには極地を含む世界中に広く分布

しているとともに、雌雄がなくクローン増殖で増えることから、雑種の形成や遺伝子攪乱等のリスク

がない。このため、本製品は外来種導入の制限のある自然保護区であっても問題なく適用可能である。

BSC工法は既存の吹付機器等を用いて崩壊地や法面等の地表面に散布するのみで施工可能であり、法

面成型やラス張り工も必要なく、手軽である。

保護区以外であれば、種子吹付、シート/マット伏工など、既存

工法との組合せが可能である。また、山岳地等では、ヘリコプ

ター/ラジコンヘリやドローンによる散布も可能である。

さらに飛砂発生源における試験施工ではBSC工法による土壌水分

保持機能が認められた（右図参照）。この機能による乾燥地での

散水量低減、緑化の可能性が注目されている。

JICA事業、自社事業などを活用し、現地で試験施工を積み重ね、BSC工法の優位性を周知し、その

結果をもって現地政府機関より工法認定を受け、公共事業並びに民間企業で活用していただくビジネ

スモデルの構築を検討している。

◼ 本事業のビジネスモデル

関連する
SDGs

本件に関するお問い合わせ
担当者：日本工営株式会社 環境技術部 櫻井彰人、今井秀樹、角田一樹
電話番号：03-5276-3930
E-mailアドレス： ml-BSC-KE@gx.n-koei.co.jp
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◼ 経緯・実績

ユニメーションシステムは、河川水位警報ユニット、冠水警報システム、浸水警報システム等の防災

機器を取り扱う専門企業として、国内での販売実績を蓄積している。2011年にタイで発生した洪水を

きっかけに、これまで国内で培ってきた技術が海外でも求められていると認識し、海外展開を目指す

ようになった。その後、草の根技術協力（フィリピン・イロイロ市）、JICA案件化調査及び普及・実

証事業（フィリピン・セブ市及びタリサイ市等のメトロセブにおける「フィリピン国河川水位警報ユ

ニットによる防災システム構築」）へ参加し、洪水などの災害が深刻化

する途上国においてビジネス展開を検討している。

株式会社ユニメーションシステム https://www.unimation.co.jp/index.html

活動内容

事業実施国｜フィリピン

6. 河川水位警報ユニットにより地域の災害
リスクを減らす

エネルギー安定
供給

食料安定供給・
生産基盤強化

保健・衛生 気象観測及び
監視・早期警戒

資源の確保・
水安定供給

気候変動リスク
関連金融

自然災害に対する
インフラ強靭化

適応課題 台風をはじめとする気象の影響を受けやすいフィリピンでは、防災や減

災に関する対策が喫緊の課題である。特に、排水処理システムの未整備による河川

氾濫の多発、防災対策に関する技術力及び組織能力の不足等が、重大な災害リスク

を招いている。

企業の貢献  ユニメーションシステムの河川水位警報ユニットは、災害リスクの高

い地域において、河川氾濫時の地域住民への警報発信、水位情報の収集、及び広範

な洪水管理や管理・予測が可能となる。気候変動の影響により、台風の巨大化、発

生頻度の増加等が懸念されている中、ユニメーションシステムが提供する警報ユ

ニットは、地域住民の防災及び減災リスクを軽減することに貢献している。

対応課題｜③ 洪水・豪雨・台風

▲（上から）警報ユニットの設置イメージ、

河川水位警報ユニット

◼ 事業展開に当たって苦労した点とその対応

◼ 成功要因

•フィリピンで事業化を推進するにあたり、ユニメーションシステムの

河川水位警報ユニットの設置のみならず、他社（今回の場合はラジオ

無線を得意とする企業）と協力することで、現地ニーズに対してより

効果的なソリューションを提案することが可能となった。途上国でビ

ジネスする際には、複数の製品及び技術の組み合わせによる課題解決

が求められることが多いため、自社のみならず他社との協力は有効で

ある。

横浜市のシティネット横浜プロジェクトオフィスの紹介によりJICA経由
で納入したため契約に関する苦労は特になかったが、輸出手続きの書類
作成は不慣れなこともあり苦労した。
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製品・技術

今後の展望と解決すべき課題

実施企業の紹介

◼ 本事業のビジネスモデル

JICAスキームを活用し、フィリピン政府関係者やその他ステークホルダーと協力して事業を実施。

今後東南アジアへの更なるビジネス展開を目指すため、人口の多さ、外資導入への積極性、日本か

らの距離の近さという販路開拓に有利な条件が揃っているフィリピン（メトロセブ）を拠点とし、

海外進出を検討している。

関連する
SDGs

本件に関するお問い合わせ
担当者：株式会社ユニメーションシステム 営業部 伊藤(Itoh)
電話番号：045-751-5755
E-mailアドレス：info-desk@unimation.co.jp

河川水位警報ユニット：河川などの水位をリアルタイムに監視し、基準の水位（６段階の水位を設定

可能）に達した場合や急激な増水をセンサーが検知すると、即時に回転灯及び警報音、音声などで周

囲に注意を喚起するとともに、登録先にメールで通知する。河川やトンネル等の設置場所で独自に警

報を発することから、警報までのリードタイムが劇的に短縮できる。また、サーバが不要であり、他

の警報ユニットと比較して低価格化が可能である。

冠水警報ユニット：道路脇などのわずかなスペースに設置するために特化

したセンサーを持つ水位警報装置。アンダーパスやエレベーターピット、

排水溝など、雨水の溜まりやすい場所での迅速な注意喚起を実現する。災

害により万が一、通信システムが不通となった場合でも現地水位の状況に

より増水を感知し、表示板、回転灯、ブザーは起動するため、通行者、車

両は確実に警報を認識することができる。

上記製品を設置することによって、洪水の警報や避難通知が発せられ、より人的被害の最小化に努め

ることが可能となる。また、設置後のメンテナンスについても機器の外側を清掃するだけであり、大

規模なシステムに比べて比較的安価に防災システムの構築が可能となる。

ユニメーションシステム（本社:横浜市）は、1979年の創業以来、防災機器の専門企業として水位警

報装置の開発、製造、販売のほか、水位警報関連ウェブサイトの開発および管理サービスを提供して

いる。日本国内を中心に、河川水位警報ユニット、冠水警報システム、冠水警報用センサー、超音波

センサーなどを製造・販売し、地域の防災及び減災に貢献している。

途上国では防災ニーズが高まる一方、コスト面で装置の導入が困難なケースも多い。ユニメーション

システムの防災機器は、他社の防災機器と比較すると導入費用や保守管理費用が安価ではあるものの、

今後更に東南アジアで販路を拡大するためには、現地生産による安価なモデルの開発が不可欠である。

▲警報ユニットを設置する様子（イロイロ市） ▲設置された警報ユニット（イロイロ市）

▲冠水警報ユニット
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食料安定供給・
生産基盤強化

保健・衛生 気象観測及び
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気候変動リスク
関連金融

自然災害に対する
インフラ強靭化
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株式会社イートラスト https://www.etrust.ne.jp

7. 河川監視カメラによってリアルタイム画
像を配信する防災システム

適応課題 気候変動により激甚化する台風・ハリケーンやゲリラ豪雨は、河川の氾

濫や冠水を発生させ、人命やインフラへの被害が懸念される。

企業の貢献  イートラストの河川監視カメラによる防災システムによって、地域住

民等にリアルタイムで河川状況を情報発信することで、氾濫・冠水の危険性を事前

に捉え、災害リスクの低減に貢献する。

対応課題｜③ 洪水・豪雨・台風

事業実施国｜マレーシア、フィリピン、バングラデシュ、ブラジル他
◼ 経緯・実績

新潟県長岡市に導入した河川監視カメラによる防災システムが好評となり、安価な価格帯から途上国

にも普及展開を図っている。フィリピンを皮切りに、JICAや省庁の案件を活用しながら、これまでに

マレーシア、ミャンマー、バングラデシュ、ブラジルに防災システムを導入した。

◼ 本事業のビジネスモデル

フィリピン：湖周辺農村への地域経済密着型の防災システム

国内最大のラグナ湖に注ぐ支流の水位監視を目的とし、 JICA「草の根技

術協力事業」によって6台のカメラと水位計を設置。あわせてシステムの

運用や管理に関する現地防災担当者向けのワークショップを開催した。

マレーシア：安価で高性能な日本型水位計を用いた防災システム

マレーシアにおける日本製水位計の導入を念頭においた国土交通省「3L水

位計試験施工プロジェクト」へ参加。クアラルンプール市内の河川に自社

製の危機管理型水位計とカメラを設置し、その有用性を示した。
▲フィリピン、マレーシア

◼ 事業展開に当たって苦労した点とその対応

現地では維持管理体制が十分に構築されておらず、通信が途絶えることがあった。そのため、ハード

ウェアの初期設定をより容易にする開発を進める、現地での通信環境の整備を不要にするべく、ロー

ミング可能な日本の格安SIMを挿入したシステムを輸出する等の検討を進めている。

◼ 成功要因

市町村ニーズに応じ自社開発した防災システムであり、大手製品より安価で、途上国にも導入しやす

い価格帯となっている。また、クラウド型であることにより構造がシンプルであるため、現地への技

術移転が不要で、簡単なレクチャーや資料のみで設置・運用することができ、遠隔でサポートするこ

とも可能である。
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製品・技術

今後の展望と解決すべき課題

実施企業の紹介

関連する
SDGs

本件に関するお問い合わせ
担当部署：株式会社イートラスト ソリューション開発事業本部 営業部 営業課
電話番号：03-5246-4531
E-mailアドレス：eigyo-honsya@etrust.ne.jp

バングラデシュ：太陽光発電と無線通信を活用した防災システム

外務省政府開発援助海外経済協力事業（当時）の案件化調査を活用し、メ

グナ川流域にカメラと水位計を設置。送電線網や通信回線などのインフラ

が未整備の環境でも河川情報の収集・伝送が可能なことを示した。

ブラジル：ネットワークインフラを活用した防災システム

総務省受託調査の一環で、イグアス川下流域に設置したカメラ3台、水位

計1台の取得データを現地の防災局や消防局へ伝送。危険水位に達すると

警告メールが送信され、迅速な避難警報の発令等をサポートしている。

▲バングラデシュ、ブラジル

クラウド型防災監視システム「スタンドガード」：河川の様子を一定間隔で自動撮影し、エッジAIに

よる画像解析機能によって撮影画像から水位検出が可能。カメラ単体で画像と水位データが取得でき

るほか、低照度カメラの採用により夜間や暗所での水位変化の確認もほぼリアルタイムで行える。ま

た当システムは小型のソーラーパネルやバッテリーで稼働するため、途上国の中小河川などにも導入

しやすい構成となっている。危険水位に達した場合にSMSを通じて通知するアラート機能なども高い

評価を受けており、昨年、国内初の導入事例として和歌山県橋本市に採用された。現在も複数の地域

でデモ検証などを含めたシステム利用が進んでいる。

1935年に新潟県長岡市でモーター修理業として創業。創業以来、「社会に必要とされる存在」であ

り続けることを経営方針に掲げ、電気・通信業をコアに企業活動を展開。2004年の中越地震や水害

を機に、長岡市役所とともに、防災監視システム「ながおか防災情報システム」の開発に着手し、以

降防災システムの開発を続けている。

協力会社や過去の案件で構築した現地の地方政府とのコネクション等を活用しながら、海外展開を

図っていく。引き続き、設定をより容易にする等の開発、改善を進めていくことで、世界中で発生し

ている風水害に対して、早期警戒による被害軽減に貢献する。

▲エッジAIが画像内の水面を検知し水位を測定する▲クラウド監視画面▲カメラ設置イメージ
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◼ 成功要因

建設廃材を路盤材にリサイクルするのは一般的だが、舗装材

として多孔質の廃瓦・レンガを使うことで透水性・保水性機

能を付加することができた。また、豊富なカラーリングに対

応可能な現地の工場と提携することにより、景観性を高める

ことができたことも成功要因となった。

◼ 事業展開に当たって苦労した点とその対応

ベトナムで一般的に用いられている舗装材と価格がかけ離れ

ると現地で受け入れられないため、材料の使用割合を調整し、

価格と強度のバランスの見極めを図った。試験を実施するに

当たっては現地の廃瓦・レンガを使用する必要があるため、

現地での配合試験を繰り返し、価格と強度のバランスが取れ

たブロックの生産に成功した。

株式会社エコシステム https://eco-system.ne.jp/

8. 廃瓦・レンガによる機能性舗装材で都市
型洪水やヒートアイランド現象を抑制

適応課題 気候変動により集中豪雨や台風・ハリケーンの頻度が増加している。都

市部では地表がアスファルトやコンクリートで舗装されているため水の浸透・吸収

が難しく、下水処理能力を超える降雨・増水が発生すると都市型洪水が発生する。

また、気温上昇によりヒートアイランド現象が悪化し、熱中症等の健康への被害や、

感染症を媒介する蚊の越冬といった生態系の変化が懸念される。

企業の貢献  エコシステムは、透水性・保水性の機能を持つ廃瓦・レンガで舗装す

ることで、都市型洪水やヒートアイランド現象の抑制に貢献する。

対応課題｜③ 洪水・豪雨・台風、④ 極端な気温変化

◼ 経緯・実績

舗装材の原料となる瓦や焼成レンガなどの窯業製品は世界各地に存在し、特に欧州、東南アジア、南

米に多い。この市場を捉えるべく、海外展開の検討を開始した。環境省や経産省、JICAや国連ハビ

タットのFS案件等に採択され、事業展開可能性調査及び現地実証事業を通じてベトナムを始めとした

各国のビジネス化を検討している。ベトナムではこれまでにハノイやハイフォンで試験施工を実施し、

雨天時の透水性や路面温度の低下、十分な表面強度が確認できた。また、ブロック状やタイル状等の

歩道が多いベトナムのニーズに合わせ、現地の建設廃材を用いた試験を繰り返し実施し、ブロックの

生産に成功した。提携工場の近辺で舗装材の製造に十分な品質の建設廃材を安定的に入手できる体制

が構築できれば、透水性・保水性機能を持つ舗装材がないベトナムの工業団地や商業地等、様々な場

所への展開が見込まれる。

事業実施国｜ベトナム

▲上からベトナムの建設廃材（廃瓦・レンガ）、

試験施工の様子
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製品・技術

今後の展望と解決すべき課題

実施企業の紹介

◼ 本事業のビジネスモデル

ベトナムでは、建設廃材や瓦・レンガ工場の規格外品が産業廃棄物として埋立処分・不法投棄され

ているが、現地パートナー（窯業製品メーカー、建設業者、産廃業者等）がエコシステムの現地合

弁企業と契約して透水性ブロックの製造、ノウハウ提供を行う。現地パートナーと合弁企業が協力

して廃瓦・レンガを仕入れて再利用化し、民間業者・公共団体等に販売するビジネスモデルを予定

している。破砕機システムおよび舗装ブロック製造マシンが必要となるビジネスモデルであり、日

本で培ったノウハウを生かし、ハードやエンジニアリング等の提供も行っていく。

関連する
SDGs

廃瓦・レンガを破砕機で破砕して砂利・砂製品を製造し、園芸資材・瓦チップや舗装材とする。瓦や

レンガは多孔質のため、これらを使った透水性・保水性舗装材は都市型洪水の軽減やヒートアイラン

ド現象の抑制に繋がる。このアップサイクル技術は都市の発展に伴い増加する建設廃材のリサイクル

と適応＆緩和といった側面における効果が見込めることが特徴である。また、現地の環境や景観、強

度、コストといったニーズに合う形で舗装材を提供することで、様々な需要に対応していける。さら

に導入した地域の環境意識の向上も期待できる。

▲廃瓦・レンガ ▲ブロック製造工場で製造した透水性ブロック ▲廃瓦・レンガブロックで舗装した道路

1994年設立。1997年に起きたナホトカ号重油流出事故で、汚染された海砂を舗装材として再利用し

たことをきっかけにリサイクル業を開始。「全世界の都市を循環型未来都市へ」を会社のゴールに掲

げ、瓦チップをはじめとする、瓦・レンガのリサイクルに関して豊富な知識と実績を保有する。日本

国内では、廃瓦処分業（中間産廃処理業）、瓦舗装業、フランチャイズ事業（モバコン）、インター

ネット販売事業（瓦チップなど）を展開している。

2017年に北陸銀行ミライイノベーション最優秀賞、2018年に、SDGsビジネスコンテスト最優秀賞、

SDGsビジネスアワードグローバルイノベーター賞、いしかわエコデザイン賞大賞を受賞。

廃瓦・レンガを用いた保水性・透水性舗装材をベトナムで普及させることにより、洪水被害やヒート

アイランド現象による被害を軽減するとともに、不法投棄による衛生・安全面の課題や、2025年ま

でに建設固形廃棄物の60%再生を目指す国の目標に貢献する。しかし、地産地消で各製造業者が製造

している瓦・レンガは製造者によって製造技術に差が生じる為、リサイクル品を製造する際には現地

普及品のレベルの見極めが重要となる。




